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1 . 問題の提起
美術とは何であるかの議論はともかくとし
て､ 日本各地に多くの美術館が存在する｡ こ
うした美術館を所有形態から分類しておくと､
公立系美術館､ 企業系美術館､ 宗教系美術館､
大学系美術館､ 個人系美術館がある｡ 公立系
美術館には県立､ 市立､ 町立がある｡ 企業系
美術館の場合には､ 企業が直接保有するので
はなく､ 企業の創立者などが蒐集してきた美
術品などの一般公開を目的として財団などが
作られ､ そうした財団 (公益法人) に企業名
が冠されることが多い｡ 宗教系には宗教団体
の創設者あるいは関係者などの収集品の一般
公開を目的として開館したところである｡ 大
学系美術館は美術系学部をもつ大学の所蔵す
る美術品の一般公開を目的として創設された
ところである｡ なかには､ 宗教系大学がその
宗教に関連する美術品などを展示・公開して
いるところもある｡ 個人系美術館は個人が収
集してきた美術品の一般公開を目的として創
設されたところである｡
美術館の創設目的からすれば､ 宗教系美術
館､ 大学系美術館や個人系美術館はその目的
と役割はわかりやすい｡ 宗教系美術館は宗教
的教義や宗教観を体現したような美術品など
を展示することにより､ 自分たちの宗教の布
教などを目的としている点においてその創設
目的は明示的であり､ 蒐集や運営に関わる経
費などは教団などの信者の支援が得られてい
る限りにおいてさほど問題はない｡ 他方､ 大
学系美術館は美術教育の一環として､ あるい
は美術研究の一環として美術品を蒐集し学生
や研究者のみならず一般に公開する意義から
いえば､ 蒐集や展示にかかわる経費負担は大
学予算の範囲と意義においてそれなりの支援
を得ている｡ 個人系美術館の創設者は純粋な
個人的趣味の範囲で開設されたところもある
が､ 一般に企業人が財団を作り､ その財団が
美術館の運営に当っているケースが多い｡
他方､ 企業系美術館についてみれば､ 当初
は創業者などが個人的に蒐集した美術品など
を財団設立によって一般公開し､ 社会貢献な
ど企業イメージの向上などの目的のために企
業名が冠された美術館であり､ 個人系美術館
とは異なりその規模は大きい｡ もっとも､ 創
業者などの個人蒐集ではなく､ その企業のイ
メージ向上のために企業としての蒐集方針に
よって美術品を集め､ あるいは､ 貸しギャラ
リー的に企画展を中心に企業イメージの普及
を図ることを意図した美術館もある｡
以上のような美術館との対比では､ 公立美
術館の意義と役割はどのようなところにある
のであろうか｡ それは､ 設立主体である地方
自治体の住民のために美術品を蒐集し､ それ
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らを一般公開する意義と役割を問うことにほ
かならない｡ このことは公立美術館をもつ地
方自治体の文化行政とは何であるのかを問う
ことでもある｡ 公立美術館の数については､
いくつかの建設ブームがあった｡ 一つめは高
度成長期､ 二つめは 1980 年代のバブル期､
三つめはバブル崩壊以降であり､ さらに多く
の公立美術館が 1990 年代初めから 2000 年代
半ばにかけて建設されてきた｡ とりわけ､
1980 年代以降に市町村立美術館数の数が著
増している｡ 小論では､ ますます厳しくなっ
ている地方財政の下で必然的にその存立の意
義と役割の再考が迫られることになることが
予想される公立美術館をとりあげ､ そこでの
問題や課題を整理しておきたい｡
2 . 問題の整理
財団法人地域創造は 『これからの公立美術
家のあり方についての調査・研究』 報告書
(2009 年 3 月)1) で､ 公立美術館を取り巻く
環境について､ 一方で ｢公立美術館を地域再
生の拠点にしようと考える設置者が増えて｣2)
いるなかにあって､ 他方で ｢市町村合併や道
州制の導入可能性など､ 設置者をとりまく制
度環境が大きくかわりつつ｣3) あることを指
摘して､ ｢公立美術館はそれを意識して自ら
を変革していく時期｣4) となっていることを
強調している｡
同報告書はデータ分析とヒアリング調査を
踏まえて､ ｢各地の公立美術館では､ 現場レ
ベルでの顧客サービスの改善など進みつつあ
ることがわかりました｡ しかし､ 現場の改善
活動を超えた経営面での課題が多い上､ その
多くは､ 美術館の自助努力だけでは解決でき
ないことがわかりました｡ つまり､ 設置者で
ある自治体の積極的な支援や介入が必要であ
り､ 加えて他地域の館や､ 学校などの他の公
共施設との連携も必要だということがわかり
ました｣5) と指摘する｡ また､ 同報告書は首
長に対してつぎのような ｢公立美術館と地域・
人々の絆を深めるための 10 の問題提起｣ を
行っている6)｡
① ｢所属する公立美術館に年に何回足を
運んでいますか？｣
② ｢館長とはどのぐらいお話をされます
か？｣
③ ｢住民にとって美術館がどういう存在
か､ 説明することができますか？｣
④ ｢美術館の 10年後の姿が描けますか？｣
⑤ ｢他の自治体と十分に連携できていま
すか？｣
⑥ ｢美術館を､ 文化行政の枠を超えて､
フルに使いこなしていますか？｣
⑦ ｢アートや美術館を使った福祉や教育
が静かなブームになりつつあることを
ご存じですか？｣
⑧ ｢『現代美術』 は好きですか？｣
⑨ ｢『創造経済』 による地域再生をお考え
になったことがありますか？｣
⑩ ｢美術館改革が行政改革の突破口にな
ることをご存じですか？｣
このなかで､ 公立美術館の意義と役割に関
しては 3番目の問題提起が重要である｡ 同報
告書は ｢地域の住民にとって､ 公立美術館は
単なる作品鑑賞の場ではありません｡ 公立美
術館は地域のシンボルや憩いの場でもありま
す｣7) と指摘するが､ 地域のシンボルや憩い
の場とは一体全体何であるのか｡ それが公立
美術館の存立意義となりうるのか｡ あるいは､
その役割は企業系美術館によって果せないの
か｡ なお､ 6 番目の点は ｢アートには異質な
ものをつなぐ力があります｡ 美術館は､ 教育
や観光と､ さらには工夫次第では福祉や医療､
環境などさまざまな分野とつながります (セ
ラピー効果など)､ 美術館は可能性に満ちた
場所です｡ 地域を活性化させる手段のひとつ
として､ 美術館を使いこなしてください｣8)
と説明されている｡ 9 番目の点は経済効果に
関わる｡ 10 番目の点は同報告書では美術館
の意義と役割をきわめて肯定的かつ積極的に
とらえているが､ ｢学校や病院のように国の
中京企業研究14
制度や法規制にしばられ｣9) ない美術館はむ
しろ拡充ではなく､ 縮小さらには閉館という
｢改革｣ (？) の面も含まれているのである｡
事実､ 阪神淡路大震災からの復興に大きな
支出を余儀なくされ､ 2003 年秋に行政改革
実施計画を発表した兵庫県芦屋市は､ 赤字再
建団体に陥ることを回避するために予算削減
の方向を打ち出し､ そのなかで芦屋市立美術
博物館の存続問題が顕在化していくことにな
る｡ 結局のところ､ 芦屋市立美術博物館は非
営利活動法人芦屋ミュージアム・マネージメ
ント (AMM) に運営が委託され､ 廃館ある
いは休館されずその存続が決定された｡ 当時､
美術博物館の学芸課長であった河崎晃一は､
1990 年度から歴史と美術の複合施設として
開館した芦屋市立美術博物館について ｢96
年に新規採用となった実技系学芸員を中心と
して独自の教育普及活動を展開することでユ
ニークな方向性を見いだすことができた｡ 年
間の入館者数は､ 開館の年から 04 年まで 2
万人台から 3万人強の低空飛行であったが､
事業予算との対比で見る限り､ バブル期名残
りの 90 年代前半は､ 事業経費は 6000 万円を
超えていたが､ 震災後は､ 年々減額を余儀な
くされ､ 05 年度では 2000 万円を切っていた
ことを考えれば､ 減額の中で入館者数を維持
したと言えるのではないだろうか｣10) と振り
返っている｡
河崎は芦屋市立美術博物館のような地方美
術館の役割について ｢公立美術館とりわけ地
方都市レベルの館にとって､ 地元の美術史を
含む歴史を蓄積していくことは公的な義務で
ある｡ 街の歴史の蓄積は､ 市民にとってのア
イデンティティの確立の重要な要素である｡
それらが展覧会などのかたちで事業化される
ことによって事実が知らされる｡ そこから学
ぶ選択肢は､ 来館者各人に委ねられるべきで
あろう｡ 地方都市の中小美術館は､ 展示規模､
予算規模から独立行政法人､ 県立美術館と同
等の展覧会を常時開くことができるはずもな
く､ ひたすら歴史､ 美術分野をはじめとする
歴史的事実を追いながら小規模な展示を繰り
返していくことがひとつの大きな役割とな
る｣11) と指摘する｡ 河崎は全国区の独立行政
法人―旧国立―の 9 の美術館や 80 近くある
都道府県立美術館とは異なり､ 小規模の地方
美術館の現実的な役割については自分たちの
地域の歴史の記録を美術作品の蒐集・調査・
研究を通して地道な展示活動を行うところに
見いだそうとしているといってよい｡
また､ 河崎は従来のような美術館運営につ
いては､ 学芸員もさることながら､ 行政側に
おいてもマネジメント感覚が希薄であったこ
とをつぎのように問題視する｡
｢既得権を主張し美術館の危機を危機と感
じない学芸員､ 美術館はおろか文化行政とは
何かを勉強しないで結果のみに向かって仕事
をする行政職員が蔓延する状態で､ 来館者意
識不在の美術館運営は迷走するばかりである｡
果して美術館運営は､ 日本の行政意識の中で
健全に成立するのだろうか｡｣12)
マネジメント感覚ということでいえば､ 公
立美術館のみならず､ 多くの来館者を引き付
けることのできる競争力―美術館力―の中核
が一体全体何であるのかということが明らか
にされる必要がある｡ そうでなければ､ 単に
経費削減一辺倒 (コスト削減) のマネジメン
トのあり方だけが強調されてしまう恐れがあ
る｡ 事実､ 公立美術館へ指定管理者制度13)が
導入されて以来､ もっぱらコスト削減の方途
として利用する館も増えてきた｡ この指定管
理者制度について､ 河崎は ｢指定管理者となっ
た財団の組織は､ 各施設によって異なるであ
ろうが､ まずは導入の発端となった施設運営
の方策がとれる人材で構成されているか否か
にかかっている｡ そこには､ 単なるコスト削
減ではなく､ コストパフォーマンスの適正化
が重要なのではないだろうか｡ アルバイトや
行政退職者による賃金カットの運営ではなく､
適切な能力を持ったスタッフによる効率的な
運営が必要である｡ そしてその人材を育てる
ことが要求されるが､ 残念なことに日本の公
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立美術館はやってこなかった｣14) と指摘する｡
企業におけるコスト削減や同じ公立施設で
あるスポーツセンターや図書館と美術館にお
けるコスト削減のやり方が一緒であって良い
はずはない｡ そこには美術館のもつ意義や役
割に着目した上でのそれなりの工夫とやり方
があってしかるべきなのである｡ そして､ 河
崎のいうように地方の公立美術館の意義はそ
の地域の歴史的堆積としての文化というアイ
デンティティを美術品の蒐集と調査・研究に
基づいた成果の展示との組み合わせであれば､
そこにはいわゆる学芸員によって維持される
べき美術館の競争力の構築が必要不可欠であ
る｡ しかし､ このような見方は抽象的であり､
現実はどうかということが問われる｡
この点､ 河崎は学芸員の意識に対してきわ
めて批判的な立場をとる｡ すなわち､ 河崎は
指定管理者制度の導入によって学芸員の必要
性が高まったが､ それでは学術研究だけやっ
ていればよいというわけではなく､ 入館者数
の増加も見据えた意識も必要ではないかと指
摘する15)｡ この意味では､ 学芸員という職種
のあり方やその育成教育のあり方も問われな
ければならない｡ 公立美術館と地方自治体の
財政問題がリンクされて取り上げられるよう
になり､ ｢アーツ・マネジメント｣ という考
え方も導入されるようになった｡
この場合､ アーツとマネジメントの間には
考慮しなければならない ｢方向性｣ がある｡
つまり､ アーツからマネジメントをとらえる
のか､ あるいは､ マネジメントからアーツを
とらえるのか｡ 美術や芸術という意味でのアー
ツには作品広く蒐集し一般公開し､ 地域の人
びとに生きる喜びと地域文化などの誇りを醸
成するという社会的意義があるとすれば､ そ
れをどのように効率的になおかつ効果的に促
進するのがこの場合のマネジメントの本質と
なる｡ 他方､ 効率的かつ効果的な事業運営の
やり方を模索して資本・労働節約的な組織運
営をめざすマネジメントからすれば､ そもそ
もアーツを自らの戦略的事業分野とするのか
どうか､ より収益の期待できる事業計画を選
択することがマネジメント的発想である｡ こ
の方向性が峻別されないままに､ マネジメン
トからだけアーツをとらえていけば､ そこに
あるのは地方美術館の衰退という寒々とした
将来だけであろう16) ｡
だからといって､ 民間ベースでは収益が確
保できないゆえに､ 公的サービスの必要性と
意義から､ 運営赤字を税金で補てんするとい
うのであれば､ 多くの地方自体体にとって美
術館をもつことがますます大きな財政的負担
となっていく｡ より現実的な妥協点では､ 納
税者としての住民が許容し得る赤字とはどの
程度であり､ そのためにはアーツという方向
からのマネジメントと､ マネジメントという
方向からのアーツへの取り組みの中間点にお
いて､ 自分たちの地域の内外の人たちが訪れ
たくなるような美術館の競争力―より正確に
は吸引力―が構築されなければならない｡
この点を明示しなくとも､ 地方財政の悪化
は文化行政の関係者のみならず､ 美術館関係
者にとって公立美術館の存立意義とその効率
的な運営方法をめぐる危機意識を高め､ 地方
自治体も今後の美術館運営問題に取り組むよ
うになってきているし､ また､ 取り組まざる
をえない｡ たとえば､ 大分県は平成 21
[2009] 年 11 月に 『県立美術館に関する論点
整理―芸術会館の抱える課題を背景として―』
を発表している｡ 大分県の場合には､ 昭和
52 [1977] 年に美術館と舞台ホールをもつ複
合的な施設である県立芸術会館をオープンし
てからすでに 30 年以上が経過し､ 建物自体
の老朽がすすめ､ 改装するかあるいは新たに
建設するかの選択をせまられたことで､ 県立
美術館のあり方が問われることになった｡
大分県は美術館の現状について､ 建物の老
朽化だけではなく､ ｢本県の県立美術館の展
示室面積は､ ……他県の 1/3 にも満たない
状況となっている｡ 都道府県単位でみると､
国立国際美術館のある大阪府を除くと､ 最小
の展示室面積であり､ その結果､ 4,500 点も
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の収蔵品を保有しているにも関わらず､ 常設
展示室がないという美術館にとっては致命的
な問題を抱えるとともに､ 県民ギャラリー機
能が常時確保できない｡ 更には､ 一定規模以
上の展覧会の開催には制約があるなど美術館
の最も基本的な機能である展示機能が十分で
はない｣17) ことに加え､ 不十分な空調や照明
設備､ 教育普及活動に必要な講義室や図書室
の貧弱さ､ ゆとりのない収蔵スペースなどの
問題を指摘する｡ こうした事実認識の上に立っ
て大分県は､ ｢最近の美術館に標準装備され
ている機能｣18) としての常設展示スペースの
確保､ そうした展示スペースや収蔵品を最大
限に生かすことのできる企画力とその実現の
ための予算額の確保､ ｢美術館内にとどまら
ず､ お出かけ美術館の開催やワークショップ
の実施等を通じ､ 多くの県民に芸術に出会う
機会を提供するとともに､ その声を生かし､
県民ニーズにマッチしたタイムリーな企画展
の開催や住民参加型のプログラム｣19) を提案
する｡
こうした点は美術館の集客力20) をいかに
高めるかということに関連するが､ 同報告書
は教育普及機能の充実―子供だけではなく､
退職後の団塊世代の生涯学習の促進―､ 若手
芸術家育成機能､ 県民の交流機能､ 県内美術
館との連携機能強化21) なども同時に提案し
ている｡ いわばこうして列記された美術館の
もつべき諸機能の充実以前に､ なぜ､ 美術館
を必要であり､ なぜ､ 地方自体体がそうした
施設を保有する必要があるのかが問われなく
てはならないし､ 地方自治体の文化政策なる
ものがこうした基本的な問いにどのように答
えているかが重要なのである｡ 少なからずの
額の予算が美術館の建設とその後の維持､ 蒐
集に投ぜられる以上､ 県立美術館の存立理由
の明確化が必要である｡ 同報告書はこの点に
ついてはつぎのように指摘する｡
① ｢大分県の未来を担う子どもたちが､
美術に触れる機会を常に確保するとと
もに､ 美術を楽しむきっかけとなるよ
うな様々なプログラムを展開すること
により､ 子どもたちの情操教育を進め､
豊かな感性と創造性を育むとともに､
子育てを行う親にも精神的な安らぎや
喜びをもたらし､ 大分で暮らす満足感
を高める必要がある｣22) こと｡
② ｢本県のこれまでの美術関係の人材輩
出状況や本県出身の芸術関係者の昨今
の活躍の状況等から､ 本県出身者の美
術ポテンシャルは高いと考えられ､ そ
のような県出身者のもつ特性を､ 将来
にわたって､ しっかりと守り育ててい
く必要がある｣23) こと｡
③ ｢県民が他県に誇れる美術館が整備さ
れれば､ まちづくりの顔となる中核的
な公共施設として､ 地域活性化はもち
ろんのこと観光面での大きな効果も期
待できる｣24) こと｡
ここで強調されていることは美術館のもつ
教育機能､ 芸術家育成機能､ そして地域経済
活性化機能ということになる｡ だが､ 問題は
こうした機能の現実をどのように評価するか
である｡ 美術館のもつこの 3つの機能を､ 企
業会計のように費用対収益ではなく､ 費用対
効果という尺度においてみる場合､ 結局は効
果の測定をどのようにとらえるかという点に
議論に行き着く｡ さらに､ この種の議論は美
術館が独立採算制の営利事業でないかぎり､
許容しうる赤字の範囲とはどの程度であるの
かという議論となる｡ この点について先でと
りあげたい｡
福岡市も大分県と同様に､ 老朽化してきた
美術館の改修の時期を迎えて､ あらためて市
立美術館の今後の方向性について報告書を発
表している｡ 福岡市美術館は平成 24 [2012]
年 12 月に 『つなぐ､ ひろがる美術館をめざ
して―福岡市美術館リニューアル基本計画―』
を発表している｡ 大分県の約3倍のコレクショ
ンをもつ福岡市美術館の特徴とリニューアル
の必要性について､ 同報告書は ｢20 世紀以
降の内外のモダン・アートを中心とする近現
美術館と地域社会・経済の連関性を考える 17
代美術と､ 大名道具 (黒田資料)､ 茶道具
(松永コレクション) を形成してきました｡
アジアの伝統芸術などの古美術の両面にわたっ
て､ 日本でも有数の幅広く質の高いコレクショ
ンを形成してきました｡ ……以上のような実
績を持つ本館は､ 本年度に新設された経済観
光文化局に移管され､ 文化振興施設や社会教
育施設としてだけではなく､ これまで以上に
集客・観光施設としての役割を果たすべく期
待されています｡ しかしながら､ 開館 33 年
を経た現在､ 施設・設備の老朽化にともない､
空調設備の危機的状況や収蔵機能､ 展示機能
の低下・劣化をはじめ､ 一刻の猶予もならな
い様々な緊急問題を抱えております｡ ……文
化芸術振興拠点､ そして集客交流拠点として
の使命を果たすため､ ここに 『福岡市美術館
リニューアル基本計画』 を策定します｣25) と
述べる｡
福岡市美術館は ｢つなぐ美術館とは｣ につ
いて､ ｢美術館活動の根幹は､ 美術品と人々
をつなぐことにあります｡ 収集・保存事業も､
公開によって両者をつなぎ､ 末永く文化遺産
を活用するための要件といえます｡ 施設・設
備の大規模改修における基本機能 (保存・展
示) の回復と改善は､ より多くの､ より幅広
い人々と作品とつなぐ装置……それらを常に
展示し､ 来館者にご覧いただく常設展示室の
改修・改善こそ､ 美術館の心臓を守り､ 強化
することになる｣26) ととらえつつ､ 学芸活動
などについて ｢収集・保存､ 調査研究､ 企画､
展示という流れを担う学芸業務を､ この基本
計画ではキュレーションと呼び､ 『つなぐ美
術館』 を形作る第 1の機能とします､ また美
術体験と来館者をつなぐ教育普及部門の機能
をエデュケーションと呼び､ 『つなぐ美術館』
を形作る第 2の機能とします｡ このふたつの
機能がたがいに支え合い､ 融合してこそ 『つ
なぐ美術館』 が実現する｣27) と説く｡
他方､ ｢ひろがる美術館｣ については､ ｢施
設と外部の関係性から美術館活動全体をとら
えていくときの考え方です｡ 美術館や博物館
といった社会教育施設は､ とかく敷居が高い
ところと思われがちです｡ 行きにくいところ
から行きやすいところへ､ そしていかに行っ
てみたいところにするか､ 美術館がひろがっ
ていくためには､ ここから考えなければなり
ません｡ 最優先して実現しなければならない
ことは､ すべての人々にとって安全で快適な
環境を提供することです｡ バリアフリー化､
ユニバーサル化､ 多言語化などは､ 『ひろが
る美術館』 となるための基礎的な要件です｡
……｣28) とされる｡ もっとも､ バリアフリー
化やユニバーサル化などで象徴化される ｢安
全で快適な環境｣ は美術館だけではなく､ 公
的であるかどうかを問わず､ どのような建物
にとっても必要であることはいうまでもない｡
福岡市美術館も施設の老朽化への対応を通じ
て､ 美術館のもつ教育普及機能を充実させ､
市民のニーズにそって ｢何度でも来たくなる､
誰かを連れてきたくなる美術館｣ をめざすと
された｡ こうした美術館の ｢根源的使命と経
済的状況｣ についてはつぎのように示される｡
｢長びく景気の低迷や少子高齢化などによっ
て､ 国や地方自治体の財政状況は非常に厳し
いものになっています｡ また､ 将来的にも経
済状況が好転するといった予想がなかなかで
きない状況です｡ そうしたなかで､ 美術館は
市民の財産である美術品をいかに守り､ 次世
代へと継承していくかを考え､ 実行していか
なければなりません｡ 収集や保存､ 調査研究
といった美術館の根幹的な業務を将来にわたっ
て継続できなければ､ 市民の文化を守り､ 育
てていくことはできません｡ いわば､ 今後の
美術館運営の最大の課題は､ 困難な財政状況
のなかで､ いかに活動を続け､ より魅力ある
施設として発展､ 進化できるかという点に集
約されているといってよいでしょう｡
この困難な課題に取り組むためには､ 新た
な財源の確保や､ 結果的に収益につながる運
営の見通しを行い､ 効果的な事業を展開して
いく必要があります｡ このことは､ 一方で美
術館の魅力向上につながります｡ 根幹的な機
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能を確実に担保しながら､ より市民に愛され､
利用され､ 多くの人々で賑わう美術館になる
ことと､ 効率的かつ効果的な運営の両率が求
められているのです｡｣29)
効率化ということであれば､ 福岡市美術館
も当初から外部への業務委託というかたちが
とられてきている｡ 多くの市民を引き付ける
ことについては､ 同報告書は ｢現在の美術館
の組織・体制で､ ただちにプロモーション機
能を強化させることは非常に困難です｣ とし
て､ 福岡市の文化行政に関わる他の施設との
連携の必要性が指摘されるにとどまる｡ この
指摘は先に取り上げた大分県の場合にも共通
する｡
いずれにせよ､ 単一の美術館だけではなく､
地域内の美術館相互の協力なくしては､ 美術
館への来館者数を確保することが困難である
ことが共通認識となっている｡ 今後の公立美
術館の運営方法の改善などについては内部の
関係者だけではなく､ 公立美術館にのなかに
は評価委員会を設けて､ 自分たちの美術館の
第三者的評価を行ってきたところもある｡ た
とえば､ 静岡県立美術館評価委員会の平成
16 [2004] 年 6 月に発表された 『静岡県立美
術館中間報告書―ニューパブリックミュージ
アム (NPM) の実現をめざして (提言)―』
と横須賀美術館評価委員会の平成 23 [2011]
年 2 月に発表された 『平成 21 年度横須賀美
術館評価報告書 (試行版)』 をみておこう｡
静岡県の報告書は冒頭で ｢文化施設に対する
人びとの期待はますます高まってきている｡
一方で財政危機が深刻化し､ 人々の文化への
関心と期待は高まる中で､ 公立美術館は質と
効率の両面でバージョンアップが求められて
いる｡ 本委員会は､ そのような問題意識のも
とに､ 静岡県美術館の経営に評価の手法を応
用する可能性を検討するべく発足した｣30) と
述べる｡ だが､ 美術館の運営を企業の経営と
同一にとらえ､ 営業収益を有料来館者からの
収入額､ 営業外収益としてのレストランやカ
フェ―､ ミュージアムショップなどの売上額
から合算してバランスシートを作成してその
多寡をとらえれば済まされるはずもない｡
他方､ 公立美術館のもつ社会厚生的な便益
というきわめて抽象的な価値の達成を､ どの
ような業績指標を設けて､ その多寡を判断す
ればよいのであろうか｡ 同報告書はこの点に
ついて ｢多くの自治体の行政評価では､ 入館
者数などの短期的なアウトカム (成果) だけ
が指標とされがちである｡ それに対し､ 地域
の文化・教育・経済への長期的な波及効果も､
美術館の成果を示す評価指標｣31) であるとみ
る｡ たしかに､ 来館者 (入館者) 数は美術館
の活用度を測る上でもっともかりやすい数字
であり､ 他方､ 社会教育機能を測る数字とし
て小学生等を対象としてプログラムなどへの
参加人数もわかりやすい数字である｡ 他方､
地方文化の向上に役立ったかどうかなどはど
のように測ればよいのであろうか｡ だからこ
そ､ 第三者評価ということになるのだが､ そ
れではこの第三者を構成するにふさわしい人
たちは特定の市民､ あるいは美術関係者､ 学
識経験者なのかどうか｡ なお､ 全体の評価の
枠組みとしては､ 静岡県立美術館は第一段階
として自己点検 (ベンチマークによる自己評
価)､ 第二段階として第三者評価委員会と県
庁担当部門が二次評価を行う体制がとられて
いる｡ 静岡県立美術の場合､ 評価項目は ｢美
術館力｣ を形成する ｢コレクション力｣､ ｢事
業・活動力｣､ ｢マネジメント力｣､ ｢パブリッ
ク・インパクト力｣､ ｢地域力への貢献｣ が設
けられている｡ それぞれの具体的な内容はつ
ぎのように設定されている32)｡
① ｢コレクション力｣―収蔵品の美術的
な価値､ 資産価値 (データベースの整
備活動も含む)
② ｢事業・活動力｣―職員や協力スタッ
フの力量 (収集・保存・調査研究・展
示・教育普及に関わる力､ コレクショ
ンを十二分に生かす展示)
③ ｢マネジメント力｣―マーケティング・
利用者サービス・広報・ネットワーキ
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ング等の活動
④ ｢パブリック・インパクト力｣―利用
者満足度､ 新規来館者の開発､ リピー
ター率アップなど
⑤ ｢地域力への貢献｣―地域資源の掘り
起こし､ 地域資源の価値づけ､ 地域ブ
ランド構築への貢献度､ 外部経済効果､
雇用創出､ 人材育成の貢献など
このうち､ マネジメント力に関しては､ 静
岡県立美術館を含め公立美術館の場合､ 館長
職は非常勤である｡ 副館長職は県庁から一般
行政職が一定期間で交代するケースが多く､
必ずしも美術館経営の専門家とはいえない｡
報告書の副題にある ｢ニューパブリックマネ
ジメント (NPM)｣ は､ ｢館に自律的な権限
を与え､ 直接､ 県民に対して情報公開と運営
責任を行う体制が必要だ｡ ……現場への権限
移譲と自律的な経営体制｣33) であることが示
唆されている｡ また､ 今後の地方自治体によ
る美術館運営については､ もともと文化政策
そのものがあいまいななかで､ 美術館の位置
付けもまたあいまいなものになりがちであり､
｢ミュージアムの運営に即した柔軟な資金運
用計画や人員の勤務体制､ 人事制度の見直し
などをともなわなければならない｡ よくある
財団化のように経営形態だけ変えて仕事のや
り方やヒト､ モノ､ カネの使い方は県庁と全
く同じというのでは､ 意味がない｡ ともあれ､
県庁直営という今の形態のままでは早晩立ち
ゆかないだろう｣34) という問題提起は多くの
公立美術館に共通していえることである｡ こ
の方向は公設民営ということが想定されてい
るが､ そこでは入館数の増加と併設レストラ
ンやミュージアムショップの売上増だけが一
つのマネジメント指標 (評価指標) になって
いく｡ この是非については､ 頭からそれを否
定することはできない｡ それはいうまでもな
く､ いままでそのような取り組みが全くなお
ざりにされてきた側面が強かったからである｡
この点に関して､ 同報告書は ｢昨今の､ 公
立ミュージアムを巡る議論は､ 矮小化の一途
をたどっている｡ 経営改善の手段に過ぎない
『評価手法』 が絶対視され､ 手段として設定
された評価指標すら達成すればよいといった
風潮すら生まれている｡ これから始まる静岡
県立美術館の改革が､ ミュージアム評価の正
しい方向性を示すさきがきになる｣35) ことを
述べる｡ たしかに､ 美術館､ とりわけ､ 公立
美術館がレストランやミュージアムショップ
の付属施設化という方向が正しいわけもなく､
あくまでも議論の本筋は公立美術館の ｢公立｣
の真の意味は一体どこにあるのかという点で
あり､ 同報告書にあるように単に公立美術館
についてだけではなく､ 県の文化行政と美術
館との関係そのものをどのようにとらえるか
にある｡
3 . 経営と財務
先に紹介した福岡市美術館は､ 美術館のも
つ経済効果について ｢そもそも美術館運営は､
コストに見合った収益を年度単位であげるこ
とが極めてむずかしく､ 企業が設立し､ 企画
展の開催を活動の中心に据えていた美術館が
1990 年代に次々と閉館を余儀なくされた歴
史があります｡ 所蔵品公開を主な活動とする
歴史ある私立美術館をのぞけば､ 日本の場合､
美術館の設置者はほぼすべて国や地方自治体
です｡ 国が定めた 『博物館法』 も､ 博物館や
美術館は収益を目的としない社会教育施設で
あるという前提に立った条項から構成されて
います｡ しかながら､ 美術館をとりまく状況
は変化してきました｣36) と指摘する｡ こうし
た状況変化という直接的背景には地方自治体
の背に腹は代えれない財政問題の悪化である｡
横須賀美術館評価委員会による 『横須賀美
術館評価報告書』 (平成 23 年 2 月) は先に取
り上げた静岡県立美術館と同様に美術館内部
の一次評価 (自己評価) に加えて外部構成員
の第二次評価を公表している｡ 同報告書は評
価委員会が組織された経緯について ｢横須賀
美術館評価委員会設置要綱第 1条の 『美術館
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活動の適正性と改善点を提示すること』 に基
づいたものです｡ その規定の主旨は､ 美術館
が行うさまざまな活動を美術館自体が自己点
検し､ 課題や反省点に大作を講じ､ その改善
策を次の活動に活かし､ 美術館のよりよい運
営を行うためのツールとして機能させること
にある｣37) と述べているものの､ この背景に
は直接ふれてはいないが地方自治体の財政効
率化という課題がある｡ 同報告書は横須賀美
術館の 3年間の財務状況についても取り上げ
ている｡ 概要を示しておこう｡
観覧料､ 駐車場使用料と図録販売などから
構成される歳入額は平成 19 [2009] 年 1 億
485 万円､ 平成 20 [2010] 年に 5,819 万円
(見込み)､ 平成 21 [2011] 年に 6,461 万円
(見込み) と推移している｡ 他方､ 給与費､
運営事業費 (展覧会事業､ 教育普及事業､ 美
術品収集管理事業､ 運営事業､ 開館記念イベ
ント事業―平成 19 年のみ―) から構成され
る歳出額は同期間で 4 億 5,712 万円､ 4 億
5,237 万円､ 4 億 2,760 万円と推移している｡
美術館の事業による歳入／歳出比率でいえば､
同期間で 22.9％､ 12.9％､ 15.1％となってい
る｡ 平成 19 [2009] 年にこの比率が高まっ
たのは開館記念イベントによる来館者数が伸
びたことによる観覧料の増加に加え図録など
の販売も好調であったことに起因している｡
歳出額が減っているのは､ 給与費と展覧会事
業費の削減に依っている｡ それが可能であっ
たのは､ 入札競争制による清掃業務等の契約
額の削減である｡ サービスの質低下を問題視
しなければ､ 入札による経費削減が可能であ
ろうが､ それがどこまで許容されるかの課題
が残る｡ 財務状況の改善にはコスト削減もさ
ることながら､ より積極的な策としては来館
者､ とりわけ､ 実際に企画展を観覧してくれ
る市民層などリピーターを確実に増やしてい
くことが重要である｡ このことは同報告書に
も明記されている｡
同館へのリピーターの過半は横須賀市民で
あり､ 来館市民の 3分の 2は年に 2回以上の
来館とされている｡ 他方､ 初めて来館する人
のほとんどは東京都など市外からきている｡
リピーターの来館目的については､ ｢ 『企画
展』 が突出して多く (76.6％)､ 全体との比
較では､ 『所蔵品展』 『谷内六郎館』 『図書室』
が多い傾向がある｡ 初めて来館した人の目的
は､ 全体とほぼ同じような傾向だが､ 『建物
見学』 と 『レストラン』 が比較的多い｣38) と
報告されている｡ こうしてみると､ とりあえ
ず､ 最初に人を引き付ける上で強く印象付け
るのは美術館という建築物のデザイン性であ
り､ その後のリピーター率を引き上げるには
その美術館のコレクション展の質の高さと企
画展の企画力の高さ､ そして､ いかにコスト
をかけずにその宣伝効果を高める工夫がなさ
れているのかどうかということになろう｡ 同
報告書の結論もおおむねそのような方向にそっ
たものとなっている｡
財務状況に関する評価委員会による第二次
評価では､ ｢美術館としての理想的損益基準
というものがあれば､ 示されたい｣39) という
意見のほかに､ ｢展開事業費の約 63％を観覧
料､ 図録販売等の収入でまかなっていること
は､ 全国でも例が少ないと思われる｡ 財務状
況としては良好として特筆される｣40) という
意見も出されている｡ この二つの意見はある
意味で連動している｡ つまり､ 公立美術館の
許容される範囲での赤字､ 還元すれば税金に
よる負担は､ 公立美術館が果たさなければな
らない役割と機能の明確化という規準があっ
てはじめて現実的にとらえることができる｡
役割と機能の明確化ということでは､ 来館者
収入や図録販売などの金銭で計測されるので
はなく､ 美術館と学校などの連携事業と参加
人数､ 学芸員などによるワークショップへの
参加人数など､ 美術館へのボランティア参加
数などの数値なども併用して考慮しておくべ
きである｡ むろん､ だからといって､ 何らか
具体的な数値目標が設定されず､ コレクショ
ン展や企画展の展覧会事業が展開されてよい
わけではなく､ 展覧会事業費の自前資金によ
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る目標数値はそれなりに実績を残している他
県の美術館などをベンチマーキングしつつ､
自分たちの美術館の立地環境を考慮して設定
される必要がある｡
財務状況などは開館時期から一定年数を経
て､ 大幅な改修工事などが必要となる公立美
術館などで自治体の苦しい財政状況のなかで
予算獲得をはからなければならないことがきっ
かけとなって検討される場合がみられるが､
そのような必要がない比較的新しい公立美術
館でも予算獲得の必要性から明示的にそうし
た財務問題をとらえる傾向が強くなってきて
いるのではあるまいか｡ たとえば､ 平成元
[1989] 年 11月に ｢文化芸術創造都市・横浜｣
の実現に寄与するために開館した横浜美術館
の場合をみておこう｡ 指定管理者である横浜
市芸術文化振興財団・相鉄エージェンシー・
三菱地所ビルマネジメント共同事業体による
『平成 23 [2011] 年度事業計画・収支予算』
書では､ 横浜美術館の役割と機能をつぎの 4
つの ｢運営方針｣ に整理して掲げている41)｡
創造性―｢従来の観点にとらわれない美術
の新たな価値を発見し､ あるいは
生み出す｣ 美術館
発信性―｢美術の新たな価値を世界に向け
て積極的に発信する｣ 美術館
協働性―｢市民の参加や体験を重視した双
方向性型事業を展開する｣ 美術館
未来性―｢未来を担う子供たちの感性を育
み､ 自立を助長する活動を提供す
る｣ 美術館
こうした美術館のあり方をささえる事業に
ついては､ ｢横浜らしさ｣ 等を意識しつつ人
を呼べる企画展であるとか､ 学芸員の活動を
含む企画力の向上などは当然ながら､ 美術館
の中核的な吸引力であるコレクションの方針
については､ ① ｢市民に親しまれる｣ 作品で
あること､ ② ｢歴史的にみた本市とゆかりの
深い貴重な美術品｣ であること､ ③ ｢国際的
な活躍が期待できる優れた若手アーティスト
の作品｣ であることが提案されている42)｡ 美
術館の運営にかかわる数値目標については､
講義室 (レクチャーホール) の利用率やメー
ルマガジンの登録者数､ 有料の貸し部屋の達
成額等が示されているほかに､ ミュージアム
ショップの目標売上額については 5,740 万円
という具体的数字も掲載されている｡
民間企業が入った指定管理者ということで､
この事業計画書にはそこかしこに企業の経営
的視点が具体的な対策とともに ｢売上目標｣
数字というかたちで散見することができる｡
たとえば､ ｢収益向上への努力｣ としては
｢収益の見込める企画展の開催｣､ ｢団体客誘
致｣ と同時に外部資金導入と広告費の獲得の
目標として 1,440 万円という数字が示されて
いる｡
収支予算書に掲載されている数字をみると､
コレクション展や駐車場利用など利用料金収
入が 8,044 万円､ 企画展や講座料が 2 億
1,090 万円､ ミュージアムショップなどから
が 1億 3,282 万円､ 横浜市から助成金などが
620 万円､ 指定管理料が 5 億 1,938 万円で総
額 9 億 4,874 万円となっている｡ 支出額の方
は展覧会事業費､ 人件費､ 管理費で全体の
90％を占めている｡ 美術館の事業による歳
入／歳出は約 45％となっている｡ 個別美術
館の運営努力もあるが､ 立地上のメリットも
そこに大きく関係している｡ 先ほどの同じ神
奈川県内である横須賀美術館との対比では､
横浜市内に立地し､ みなとみらい駅からも徒
歩数分とアクセスが良く､ また近隣に観光ス
ポットがある横浜美術館のアドバンテージは
きわめて大きい｡ この意味では､ 元来､ 集客
効果が大きい地区に立地する美術館はその恩
恵を受ける余地が大きいことになる｡ とはい
え､ 市町村レベルでは､ 元来､ 集客ポテンシャ
ルの低い地域に立地する ｢小さな｣ 公立美術
館は､ 当然ながらその存立において大きな岐
路に立たされることになるし､ 現在､ そのよ
うな状況にある美術館もある｡
もとより､ 経営という行為はコストを削減
するだけの行為ではない｡ それはその組織が
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掲げた使命やビジョンに向かって現実の組織
の運営が正しく行われように実行される一連
の取り組みの統合概念である｡ この意味では､
繰り返しになるが､ 公立美術館の使命 (ミッ
ション) が問われているのである｡ 美術館は
博物館や公民館や文化ホールなどと同様に､
その地域の文化施設の一つであることはいう
までもない｡ しかしながら､ 公民館や体育館
などは地域住民が自由に利用・活用できる貸
し施設として位置づけられる｡ 美術館も貸し
ギャラリーとして活用され施設ではあるが､
それだけではない｡ 美術館はそれにととまら
ず､ 自らコレクションをもち､ その一般公開
を通じて地域住民への社会教育を行う施設で
もある｡ そこには､ 建物というハードのほか
に､ 学芸員などによって構築されるソフト提
供の必要性がある｡ ただし､ 学芸員は単に従
来のように作品の蒐集に関わる研究調査､ 収
蔵品の管理､ コレクション展示の企画だけに
専念しておけばよいといえば､ 現在はマネジ
メント能力も必要とされている｡ こうした学
芸員が一朝一夕に育つはずもなく､ そこには
費用と時間がかけられなければならない｡ 建
物だけの維持管理に予算的配慮が行われがち
であるが､ 美術館のもつ吸引力に深くかかわ
る学芸員の育成にもきちんとした予算が配分
されなければならないことは自明であろう｡
大都市圏に立地していることで ｢儲ける可
能性｣ を高めること＝ポテンシャルが高い大
規模美術館とは異なり､ 地方の小さな美術館
にとって地元の学校の情操教育を美術を通じ
て支援する役割とともに地元住民の生涯教育
などと美術館の役割が連動されてはじめて許
容できる赤字論が美術館支援論へとつながっ
ていくように思う｡
4 . 課題と展望
一体全体､ わたしたちは自分たちが生活す
る地域の美術館に年に何回ほど足を運ぶだろ
うか｡ 特別企画でなく､ 成人であれば数百円
単位の入館料でその美術館が所蔵するコレク
ション展を鑑賞することが可能であろう｡ し
かしながら､ 多くの人びとの生活のなかで年
に数度は美術館に出かけることが習慣化され
ているとは思えない｡ その事実は多くの公立
美術館とその立地地域の住民数と来館者数と
の関係によく表れている｡ 公立美術館のうち､
県立美術館のそのほとんどが 1990 年代まで
に開館し､ 市立美術館は 1990 年代において
も増えていた｡ この増加の背景には､ 単に地
域文化の発展という長期的な目的のほかに､
より短期的で現実的かつ直接的な目的として
地域経済の活性化が観光業振興とともに意識
されていたといってよい｡ もちろん､ この背
景には他地域に公立美術館が建設されるなか
で､ ｢わが市にも美術館ぐらい｣ という横並
び意識があったことも否定できないだろう｡
ところで､ 公立施設を補助金などで矢継ぎ
早にやりくりして建設し､ そうした施設の吸
引効果を利用して炭鉱閉山後の地域経済の復
興を観光業によってはかろうとした北海道夕
張市が平成 19 [2007] 年 3 月に財政難から
万策尽きたかたちで財政再建団体に指定され､
地方自治体としての実質上の ｢経営破たん｣
となった｡ こうしたなかで､ 財政再建にむけ
ての市の予算の見直しが市立施設の統廃合な
ども含め検討され､ 昭和 54 [1979] 年に開
館され､ 炭鉱の町・夕張にゆかりのある絵画
や彫刻などの作品を蒐集してきた夕張市美術
館についても休閉館が浮上することになった｡
夕張市の財政破綻問題は､ 国家財政の破綻問
題に先行して地方財政破綻問題がまずは顕在
化することを象徴している事例ではあるまい
か｡
地方財政の破綻問題は地域住民のための公
共サービスのあり方とその見直し､ さらには
受益者負担の増大をもたらしていくにちがい
ない｡ 地方財政の行き詰まりのなかで､ 病院
の縮小・廃止あるいは民営化か､ 美術館の廃
止あるいは民営化かという極端な課題設定は
ないにしても､ この種の議論はさまざまなか
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たちで展開していくのではないだろうか｡ こ
の対比は､ 病院が病人の治癒と社会復帰を促
すことが目的であるならば､ 地域の美術館な
どミュージアムはその地域に生きる人たちの
創造性と生きる意欲を美術品などのコレクショ
ン展や企画展を通じて促していくことが目的
であるといってよい｡
いずれにせよ､ 今後､ 夕張市に象徴されて
きた地方財問題の悪化は､ 公立美術館のあり
方の検討を迫るであろう｡ もちろん､ 公立美
術館の方にもそのような意識はある｡ たとえ
ば､ 滋賀県立近代美術館は美術関係者などか
ら構成される外部委員に今後のあり方を諮問
している｡ 滋賀県立近代美術館強化・発信力
強化検討委員会は平成 24 [2012] 年 2 月に
『滋賀県立近代美術館の今後のあり方』 とい
う報告書を発表している｡ 同検討委員会は展
覧館観覧者の減少傾向が続くなかで ｢美術品
の収集､ 保存､ 展示や､ 教育・普及活動など､
事業形態の方針やコンセプトに関すること｣､
｢滋賀県立近代美術館の運営体制や整備に関
すること｣ を中心に検討している43)｡ 委員会
は日本美術院を中心とする近代日本画､ 郷土
にゆかりのある作品､ 戦後アメリカと日本を
中心とした現代美術の蒐集の基本方針で集め
られたコレクションについて ｢収蔵点数
1,431 件 (平成 23 年 3 月末現在) は全国の
都道府県立美術館で最少ランクですが､ 小倉
遊亀を初めとした郷土ゆかりの作家の作品や､
戦後アメリカ現代美術など､ 独自性のあるコ
レクションを擁しています｣44) と評価する｡
他方､ 課題として指摘されたのは ｢県の財政
状況の悪化等の要因で､ 平成 17 年度より作
品購入を凍結､ 現在は作品寄贈の受入により
コレクションの充実をはかっている｣45) こと
にくわえ､ ｢収蔵庫が満杯に近く､ これ以上
の作品の収蔵が困難である｣46) ことである｡
これらの点は同美術館だけに固有の課題では
なく､ いまでは多くの公立美術館が等しく抱
える課題でもある
企画展と観覧者数との関係について､ 同報
告書は同美術館のコレクション方針の一つで
ある現代美術を扱った企画展の集客力が弱い
こと､ 小倉遊亀展は依然として人気があるも
のの､ 他の近代美術展は苦戦していること､
全体として子どもと青少年の全体の観覧者に
占める割合が減少していることを問題してい
る一方で､ 同美術館の従来の収集方針と異なっ
た仏教美術や建築などをテーマにした企画展
が多くの人を集めていたことを評価している｡
子供向けや成人向けのプログラムの実施など
教育・普及活動については､ 現在の人員配置
ではこれ以上の拡大が困難であることに理解
が示されている｡ 財務状況に関しては､ 平成
23 [2011] 年度 2 億 7,463 万円の歳出額に対
して､ 歳入額では展覧会観覧料が 2,689 万円､
図録販売額が 977 万円､ ギャラリー使用額が
517 万円で歳入全体額の 15.2％を占める｡ 残
りは県から 2億 2,279 万円､ 国・民間助成等
で 350 万円などとなっている｡ 歳入額で最も
大きな割合を占める滋賀県からの予算配分に
関しては今後拡大が望めない以上､ 当然なが
ら予算規模の大きな企画展などの開催は困難
になるなかで､ 自らのコレクションを生かし
ながら一定数の集客が期待できる企画展の重
要性が増していているものの､ 6 名程度の学
芸員体制のなかでどこまでそれが可能なのか
が問われることになる｡
集客ということでは､ 多くのビジネス分野
と同様に､ 美術館もまた立地環境が重要であ
るが､ 同美術館はびわこ文化公園のなかに位
置しており､ 名神高速道路沿いにあるものの
交通アクセスが必ずしも良いとはいえない｡
むろん､ 京阪神のなかで京都や神戸市内の比
較的交通アクセスのよい公立美術館の来館者
数と単純に比較はできないものの､ それでも
同美術館の周辺に立地する企業系美術館の佐
川美術館や宗教系美術館のMIHO ミュージ
アムと比べて来館者数が見劣りすることは､
同美術館の今後はその企画力のあり方に大き
く左右される可能が強い｡ 必然､ 同委員会も
滋賀県立近代美術館の特徴が何であるのか､
中京企業研究24
それをより明示的に ｢滋賀らしさ｣ として示
すことのできるコンセプトを発信できるかど
うかが重要であることを強調している｡
具体的には､ ｢暮らしの美・生活文化の美｣
と ｢自然の美・琵琶湖の美｣ にかかわる ｢近
江の仏教美術｣ や滋賀県ならでは ｢アール・
ブリュット (生の芸術)｣47) の作品を中心に
情報発信機能を強化することが強調されてい
る｡ この最後の ｢アール・ブリュット｣ につ
いては､ ｢国内にはアール・ブリュット｣ 作
品を収蔵し､ 常設展示を行っている公立美術
館がほとんどない現状にあって､ 滋賀県が全
国に先駆けて県立美術館に収蔵し､ 恒常的に
展示することによって､ 他の公立美術館にお
いても展示や収蔵が広がっていくことが期待
できる｣ とされるが､ 他の公立美術館が単に
収蔵していないからといって､ 滋賀県立近代
美術館がそうした方向に積極的に踏み出す理
由に本当になりうるのだろうか｡ この ｢他に
ないから｣ という論理はつねになにがしらの
こじつけと強引な論理という危うさをつねに
内包させてはいないだろうか｡ この点では､
滋賀県の文化政策と美術館との関係が改めて
問われていることはすでに何度も指摘してき
たところである｡
美術館､ とりわけ､ 公立美術館の存立をめ
ぐる課題と展望については､ このような諸点
をめぐるものでもある｡ 同報告書もまた ｢19
70 年代から 2000 年代にかけて､ 全国で数多
くの公立美術館が建設され､ 多くの人々によっ
てアートは身近なものになりましたが､ 自治
体の財政状況の悪化により､ 年間の運営費が
削減傾向にあることや､ 人材やコレクション
への継続的投資が困難であることなどの理由
により､ 多くの公立美術館では入館者数が減
少傾向にあるなどの課題を抱えている｣48) と
したうえで､ ｢若者層を中心に､ アートに求
めるものや観客としてのニーズが以前とは大
きく変化してきていること｣49) を指摘する｡
では､ 地域の文化行政とは一体何であるのか､
あるいは､ 何であるべきなのか｡ ややもすれ
ば､ こうした点が等閑視され､ 来館者数増加
のためだけのテクニック的な議論がミュージ
アム・マネジメント論として先行してはいな
いだろうか｡
地方自治体の財政難はいまままでの文化施
設のあり方の検討を促し､ 美術館もまたこの
例外たりえていない状況の下で､ 美術館の地
元観光業への波及効果などを全く無視して､
美術館＝芸術文化の殿堂としてのみ存立する
こと自体が困難な現状となってきている｡ と
りわけ､ 大都市圏に立地する一部の公立美術
館はともかくとして､ 多くの地方の公立美術
館をとりまく経済・財政環境はけっして楽な
ものではない｡ だからといって､ 美術館と地
域経済への波及性だけを考えれば､ 著名な日
本画家や洋画家などの作品をその生地やゆか
りの地に設け､ 周辺の観光施設との連携を強
く意識した個人美術館でかなりの来館者数を
誇っているケースもみられている｡ 公立美術
館と他の存立形態をもつ美術館との連携性と
ともに､ また､ すみ分け性もまた真剣に考慮
されなければならない｡
こうしたなかで新たに公立美術館の開館に
踏み切る地方自治体もある｡ 群馬県前橋市の
場合をみておくと､ 平成 19 [2008] 年に美
術館建設が庁内で検討され始め､ 同市の ｢第
6 次総合計画｣ に ｢美術館構想の推進｣ が盛
り込まれ､ 県庁所在地である同市に公立美術
館を設けることが検討されてきた｡ 平成 21
[2010] 年 11 月に前橋市は ｢前橋市における
美術館基本構想｣ 検討委員会を設け､ 美術館
関係者や市民と公立美術館のあり方に検討を
加えている｡ 翌年には ｢前橋市における美術
館基本構想｣ 委員会も設けられた｡ 基本構想
では､ 市立美術館のミッションとして ｢アー
トでつながる市民の創造力｣ が掲げられ､ 具
体的なビジョン (理念) として ｢つながる美
術館｣､ ｢成長する美術館｣､ ｢文化を創る美術
館｣ が示された50)｡ この ｢アートでつながる
市民の創造力｣ は ｢前橋市総合計画｣ が掲げ
た将来都市像＝｢『生命都市いきいき前橋』
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の文化機能を担う拠点｣51) と位置付けられた
ものである｡ つぎのような 3つの分野の事業
が提示されている先程の 3つのビジョンの具
体的内容はつぎのようなものである｡
つながる美術館 (｢美術館｣ から ｢美術環｣
へ)―｢美術館を拠点として創造的なアー
ト活動に､ 市民・まちが関わり 『美術環』
(ネットワーク) が形成され､ 拡がって
いきます｡ こうした 『つながり』 を生み
出す文化的､ 市民生活的ハブ機能を持つ
美術館を目指します｡ アートの結ぶ力を
介して､ コミュニケーションの活性化を
図り､ まちづくりや新しいコミュニティ
形成､ あるいは地域課題への対応など､
地域に寄与する事業を展開していきま
す｡｣52)
成長する美術館 (市民と創るプロセス)―
｢美術館の設置を最終目標ととらえるの
ではなく､ 市民の誇りとなる文化の形成
に向けた活動のスタートとします｡ アー
ト事業に参画する市民が発揮する創造力
を原動力として､ 成長し続ける美術館を
目指します｡ また子供たちが次世代の文
化都市をつくっていくための学びの場と
して発展していく美術館でもありま
す｡｣53)｡
文化を創る美術館 (前橋文化の醸成)―
｢前橋市における､ 未来に向けた創造性
に寄与するアート活動の拠点 (核) とし
て､ 市民の主体的な参画により､ 地域に
根ざした文化を育むとともに､ 新たな文
化や産業の振興に寄与します｡｣54)
最初の ｢つながる美術館｣ とは､ 他の多く
の美術館と同様に他の文化施設､ 学校､ 芸術
文化団体や市民団体との連携などが強調され
ている｡ ｢成長する美術館｣ については､ 市
民やアーティストの作品紹介などが挙げられ
ている｡ では､ ｢文化を創る美術館｣ が実際
に前橋文化を創ることができるのかどうか｡
この点については､ ｢従来から収集を進めて
きた､ 全国レベルで活躍した郷土ゆかりの作
家などの作品を収集・保管し､ 調査研究を行
います｡ 前橋文学館や教育機関､ 市民等と連
携して､ 前橋市の歴史や文化､ 自然､ 産業な
どを体系的に調査研究します｡ それらの成果
を踏まえ､ 展覧会やワークショップなど､ 前
橋文化にふれる体験を提供します｡ また､ 国
内外の第一線で活躍するアーティストと連携
した企画展やアートプロジェクトを､ 幼児､
子育て世代､ 青少年､ 中高年など､ 様々な世
代の市民が参加できる事業とします｣55) とさ
れている｡
運営面については､ ｢市民と連携した企画・
運営機能を構築します｡ 美術館における諸活
動の基盤としての役割を担うため､ 既存の活
動や組織､ アートに興味を持つ個人などの参
画を図るとともに､ 様々な活動やテーマに合
わせた柔軟な組織づくりを行い､ より多くの
市民の参画を促します｣56) というように市民
との連携した企画・運営のあり方が強調され
る｡ こうした市民との連携はどの公立美術館
にも共通しているが､ 前橋市美術館の構想で
は ｢地元の企業や商店街､ NPO 法人などと
連携して､ 創造性やデザイン面などの付加価
値の創出などにより､ 産業活性化に寄与する
活動を展開します｣57) と美術館が地域経済活
性化にも寄与できることが強調される｡
具体的には､ ミュージアムグッズの開発､
地元伝統食などのメニュー開発､ アーティス
トやデザイナーによる地元産品のデザイン､
商店街ロゴマークや紙袋のアートディレクショ
ンなどが事例として挙げられている｡ しかし
ながら､ こうしたことは美術館の開館に関係
なくできることでもある｡ この構想案には建
物の具体的な設計などには言及されているが､
開館後の財務状況に関してもその見込みなど
は具体的には示されてはいない｡ この美術館
構想が発表された後の市長選挙による市長の
交替もあったものの､ 平成 25 [2013] 年 10
月にアーツ前橋 (前橋市美術館) が開館の運
びとなっている｡ 場所としては､ 前橋駅から
徒歩 10 分､ 中央前橋駅から徒歩 5 分という
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好立地の旧西武百貨店Walk 館地下 1階､ 地
上 9階のうち地下 1階から地上 2階の施設を
利用することになった｡
文化の発信地は少ないよりは多くあったこ
とに越したことはない｡ だが､ 公立美術館と
いうことでは､ 群馬県の場合には昭和 49
[1974] 年県立美術館が高崎市にある｡ 同じ
高崎市には JR高崎駅からすぐの場所に平成
3 [1991] 年に開館した高崎市美術館や平成
13 [2001] 年に開館した高崎市タワー美術館
がある｡ 前橋市と高崎市は JR線を利用すれ
ば 15 分ほどの距離であり､ 県道では 10 キロ
メートルあまりであり､ 自動車で 30 分ほど
の距離である｡ あえて前橋市に公立美術館を
設けるべきか､ 高崎市にある 3つの美術館を
充実すれば良いという議論も当然ながら成り
立つ｡ わたしたちが ｢地域文化｣ や ｢地元文
化｣ といった場合､ それはどの範囲までの空
間を示唆するのか｡ それは行政単位でいう県
単位なのか､ 市単位なのか､ 町単位なのか､
あるいは村単位なのか｡ また､ 経済交流の活
動の単位でいう地域なのか｡ そうした空間範
囲をどのような単位でその地域をとらえるか
によって､ 実は地域の空間的範囲は必ずしも
明示的ではないのである｡
公立美術館の存立意義については､ 自分た
ちの地域文化の保持と振興などといわれる｡
もし､ それが町単位であれば各町がそれぞれ
の美術館をもたなければならないのか｡ また､
それは地域と文化との関係を美術館という文
化の発信機能を求められる施設として位置づ
けられるのか｡ この点､ その地域に関係のな
い作品などを集めて､ 地元の人たちだけでは
なくかなり広範囲の地域から多くの人を集め
ている公立美術館もある｡ この場合､ 地元の
人たちへの美術の教育普及活動とともに地域
経済にも大きな刺激となりうる｡ いずれにせ
よ､ 県庁所在地としての公立美術館をもたな
いとされてきた唯一の前橋市にも美術館が開
館した｡
全国各地に公立美術館が整備される時期も
終わった時期と､ 多くの自治体が財政問題を
抱えるなかで､ 美術館の地域社会や地域経済
に果す役割がとらえ直される中で､ ｢遅れて
やってきた｣ この美術館の存立意義はあらた
めて問われるにちがいない｡ すでにふれたよ
うに､ 前掲 『これからの公立美術家のあり方
についての調査・研究報告書』 は､ 自治体首
長に対して 10 項目の問題提起を行っている｡
そこに共通するのは美術館という箱ものでは
なく､ 美術館と地方自治体との関係､ とりわ
け､ 首長が実際に美術館を年に何度もきちん
と自分の足で訪れ､ その企画・運営関係者と
対話をし､ 住民にとって美術館がどういう存
在か､ 説明できているかどうか､ 自分たちの
美術館の 10 年後の姿を描けるかどうか､ 他
の自治体とも連携できているのかどうか､ 他
の政策と連携させているのかどうかなどであ
る58)｡ この意味では､ 美術館のマネジメント
とは現場の課題ではなく､ 地方自治体の首長
を含めた行政サイドにもその意識が強く求め
られている｡ そうしたマネジメント意識が指
定管理者制度に象徴されるコスト面でのオペ
レーション面だけに限られたものではなく､
それぞれの地方における ｢人材､ ノウハウ､
資産等､ 経営資源の有効活用である｡ ……経
営資源の活用には､ まず､ それを統括する経
営の責任者を設定しなければならない (館長
のリーダーシップ)｡ そして戦略的投資とし
てのコレクション形成､ 施設 (ハードウェア
環境) のイノベーション､ さらに学芸員の活
性化､ そしてミッション・ステートメントと
MSR (Museum Social Responsibility (引
用者注)｣59) が重要であることはいうまでも
ない｡
今後､ 地方財政の深刻化にともない､ 市町
村合併が進展したように､ 美術館などの文化
施設の統廃合もまた進展していく可能性もあ
る｡ こうしたなかで､ 経済効率一本やりのや
り方は､ ある意味で逆説的な―パラドキシカ
ルー影響をもつ可能性もある｡ 美術館を保持
できない地域の経済そのもののあり方が問わ
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れることになる｡ 地域を支える文化と経済は
美術館という存在を通してその相互作用が探
られる必要があるのである｡ この点に関して
は､ さらに多くの美術館の現状をみながら､
また別稿で取り上げたいと思っている｡
[付記]
今回の美術館調査にあたっては､ 各地の公
立美術館をはじめ､ 財団設立などによる美術
館の学芸員など美術館関係者にはインタビュー
調査においてお世話になった｡ 改めてお礼を
申し上げたい｡
注
1 ) 財団法人地域創造は ｢これからの公立美術館
のあり方についての調査・研究｣ というテー
マの下に美術館関係者や学識経験者など 6 名
の委員で構成する調査研究委員会を設置し､ 2
年間にわたって議論と現地調査を重ねて報告
書を発表している｡
2 ) 財団法人地域創造 『これからの公立美術館の
あり方についての調査・研究』 報告書 (2009
年 3 月)､ 5 頁｡
3 ) 同上｡
4 ) 同上｡
5 ) 同上｡
6 ) 同上､ 6～7 頁｡
7 ) 同上､ 6 頁｡
8 ) 同上､ 7 頁｡
9 ) 同上｡
10) 河崎晃一 ｢美術館運営のゆくえ｣､ 38 頁｡ 慶
応義塾大学アーツセンター篇 『文化施設の近
未来―アートにおける公共性を巡って―』､
2007 年 3 月
11) 同上｡
12) 同上､ 38～39 頁｡
13) 地方自治法の一部改正 (平成 15 年 9 月 2 日
施行) によって公立の施設の管理について､
指定管理者制度が導入された｡ この改正趣旨
は公立の施設のより効果的かつ効率的な管理
を行うために､ 民間の能力を活用して適切な
管理を確保する仕組みを整備し､ 住民サービ
スの向上と経費削減などを図ることにあると
された｡ 公立の施設の管理者については､ ｢地
方公共団体が出資している法人､ 公共団体､
公共的団体｣ といった条件が撤廃されて､ 地
方公共団体が指定する者 (＝指定管理者) が
管理代行を行うことができるようになった｡
14) 河崎前掲論文､ 43 頁｡
15) 河崎は ｢指定管理者制度導入で､ にわかに学
芸員の立場がクローズアップされてきたが､
美術館運営低迷の一因は､ 学芸員にもある｡
制度導入への懸念を既得権として主張してき
た学芸員は､ 研究学芸の立場としては当然の
権利のように主張できたとしても美術館に勤
務する以上は､ その言葉はむなしいものであっ
た｡ 常に予算内という制約のみで展覧会を企
画し､ そのために研究活動を続けてきた｡ こ
れはまさしく行政職学芸員的考えであり､ 意
識の中で､ いかに入館者を増やすかというこ
とは､ 企画内容の外に置かれてきた｡ それを
満たすための方策は､ 学芸員が考えることで
はないとされてきた｡｣ 同上｡
16) 河崎は自らの芦屋市立美術博物館での学芸員
の経験を踏まえて､ この点について ｢美術館
は､ 行って楽しいところであり､ 人間の心を
豊かにし､ 自分自身を見つめることのできる
ところでなければならない｡ 歴史的な背景を
飛ばして新たな具体的なビジョンがないまま
に美術館のかたちを変えていくことは無謀き
わまりないことである｡ 経済効率を忘れた現
場に相談をかけることを無意味として改革は､
本来の姿を見失う方向に進むばかりである｡
日本の現実に適った美術館運営を早く見いだ
さなければ､ 地方の美術館は､ ますます衰退
していく｡ これといった正攻法がないだけに､
現状分析に終わらない､ 運営､ 企画､ 研究調
査､ 雇用が円滑に満たされる発展的な方向性
を見いださなければならい｡｣ 同上､ 45 頁｡
17) 大分県 『県立美術館に関する論点整理―芸術
会館の抱える課題を背景にして―』 (平成 21
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年 11 月)､ 4 頁｡ 購入と寄贈による収蔵品は
約 4,500 点であり､ 大分県にゆかりのある作
家の作品が中心となっている｡ 利用者数は平
成 16 [2004] 年～20 [2008] 年で展示館 (＝
美術館) 14 万～22 万人程度で推移している｡
18) 同上､ 12 頁｡
19) 同上｡
20) 大分県立美術館の利用者数を設立当初の昭和
52 [1977] 年でみておけば､ 132,646 人であ
り､ その後､ 昭和 55 [1980] 年には 150,223
人となったが､ 翌年の昭和 56 [1981] 年には
64,130 へと急減したものの､ 昭和 57 [1982]
年には 128,109 人と回復している｡ その後は､
10 万～13 万人台となり､ 昭和 62 [1988] 年
には 170,886 人となっている｡ その後はやは
り 10 万～13 万人台で推移し､ 平成 8 [1996]
年には過去最高の 184,552 人となった｡ その
後は減少したりしている｡ 年間 20 万人以上を
記録したのは平成 18 [2006] 年と 19 [2007]
年であった｡ 大分県前掲報告書｡
21) 大分県内の公立施設ということであれば､ 大
分市の大分市美術館､ アートプラザ､ 別府市
の別府市美術館､ 豊後大野市の朝倉文夫記念
館がある｡ 博物館法に基づいて ｢館園登録｣
されている民間のものとしては､ 日出町の二
階堂美術館､ 臼杵市のヤマコ臼杵美術博物館
がある｡ 私設では､ 由布市の末田美術館､ 由
布院美術館､ 由布院空想の森アルテジオ､ 臼
杵市の中国陶瓷美術館がある｡
22) 大分県前掲報告書､ 9 頁｡
23) 同上｡
24) 同上｡
25) 福岡市美術館 『つなぐ､ ひろがる美術館をめ
ざして―福岡市美術館リニューアル基本計画
2012 年―』 2012 年｡ 1 頁｡
26) 同上､ 3 頁｡
27) 同上｡
28) 同上､ 4 頁｡
29) 同上､ 13 頁｡
30) 静岡県立美術館評価委員会編 『静岡県立美術
館評価委員会中間報告―ニューパブリックミュー
ジアム (NPM) の実現をめざして (提言)―』
平成 26 [2004] 年 6 月､ 1 頁｡
31) 同上､ 2 頁｡
32) 同上､ 11～12 頁｡
33) 同上､ 50 頁｡
34) 同上､ 52 頁｡
35) 同上､ 61 頁｡
36) 前掲福岡市美術館報告書､ 14 頁｡
37) 横須賀美術館評価委員会編 『平成 21 年度横須
賀美術館評価報告書 (試行版)』 平成 23
[2011] 年 2 月､ 1 頁｡
38) 同上､ 27 頁｡
39) 同上､ 114 頁｡
40) 同上｡
41) 『平成 23 年度業務計画・横浜美術館』､ 3 頁｡
42) 同上､ 4 頁｡ なお､ この年度には横浜トリエ
ンナールが横浜美術館を主会場として開催さ
れることになっていた｡
43) 滋賀県立近代美術館強化・発信力強化検討委
員会 『滋賀県立近代美術館の今後のあり方』
平成 24 [2012] 年 2 月､ 1 頁｡ あお､ 展覧会
観覧者数でいえば､ 開館の昭和 60 [1985] 年
から 5 年間の年間平均で 149,000 人であった
が､ 直近の平成 18 [2006] 年から 5 年間の年
間平均で 83,000 人となっている｡ 平成 21
[2009] 年は 56,016 人となっている｡
44) 同上､ 3 頁｡ なお､ 1,431 点のうち購入は 546
件､ 寄贈は 723 件､ 部門別の収蔵では､ 購入
に関して寄贈に関しては日本画・郷土美術は
275 件､ 現代美術は 271 件､ 寄贈に関しては､
前者が 567 件､ 後者が 156 件となっている｡
45) 同上｡
46) 同上｡
47) これについて､ 報告書は 『アール・ブリュッ
ト発信検討委員会報告書』 から ｢『アール・ブ
リュット (art brut)』 は､ フランスのジャン・
ビュッフェ (Jan Dubuffe 1901-1985) とい
う芸術家が考案した言葉で､ 日本語に訳され
る場合には一般的には 『生 (き､ なま) の芸
術』 とされます｡ 『美術の専門的な教育を受け
ていない人が､ 伝統や流行などに左右されず
美術館と地域社会・経済の連関性を考える 29
に自身の内側から湧きあがる衝動のまま表現
した芸術』 と解釈され……｣ と紹介する｡ 同
上､ 10 頁｡
48) 同上､ 19 頁｡
49) 同上｡
50) 前橋市 『前橋市における美術館基本計画』 平
成 22 [2010] 年 11 月､
51) 同上､ 4 頁｡
52) 同上｡
53) 同上｡
54) 同上｡
55) 同上､ 5 頁｡
56) 同上､ 7 頁｡
57) 同上､ 8 頁｡
58) 1) 前掲報告書｡
59) 同上､ 31 頁｡
中京企業研究30
